研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　青南病院　　　職　種　　看護師　　　　　氏　名　　佐藤　真一

	期　　間　　平成　20年　2月　16日　

	出張目的    平成19年度青森県医療安全支援センター研修会出席

	出 張 先    青森市文化会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感・考察】

今回の研修は、今年４月に医療法一部改正が施行されて、医療安全支援センターも制度化されたことを受け、医療従事者を対象としたものであり、今後は定期的に開催されていくものであるとのことだった。今後は当センターに寄せられたケースならびに対応についても定期的に行っていくとのことだったので、注目していきたいと思う。

青森県医療安全支援センターにおける取り組みの説明では、医療法の一部改正にいたる医療安全に関する経緯や医療安全支援センターの目的・活動内容、そして青森県におけるセンターの活動状況の報告があった。青森県からの報告、そして東京大学医学部附属病院からの報告も、ともに相談・苦情の内容においては大きな差異はないと私自身は感じた。

そして病院機能評価受審においても痛感したことではあるが、患者サイドの権利意識の強まりとともに、いかに患者視点で業務構成をしていくことが求められているか？このことは頭の中では理解しているつもりではあっても、日々の業務を遂行していく中にあっては、やはり常に意識し続けなければ希薄となりがちな部分であるとも言える。またそれとは逆に医療安全というものに囚われすぎてしまい、また過剰に反応してしまうことによって、本来行われなければならないサービスそのものが十分に提供できない結果となってしまうことも事実であると私は考える。現在の社会及び医療情勢を考えれば、医療安全体制は病院運営において必要不可欠なことであるといえるが、それに過剰に反応しとらわれることなく、より良い医療サービスを提供していけるよう日々心がけて行きたいと思う。またスタッフ１人１人が、自分の専門業務に無駄なく取り組んでいけるためにも、当院における相談・苦情体制を整備していく必要があると思う。

また東京大学医学部附属病院の報告にもあった連携体制という点においては、外部との連携体制作りも必要であると言えるが、当法人においては、まず法人内における各職種間の連携体制作りを再度見直し整備し、スタッフ一人一人の意識に働きかけられるようなものにしていく必要性があるように思う。そしてそのための具体的な取り組みをしていくことが、強いては患者・家族にとって迅速で、誠実な、患者・家族の立場に立った相談体制に繋がっていくと考える。

【研修内容】

· 青森県医療安全支援センターにおける取り組み

医療薬務課　小林　昭子

1． 医療安全に関する動向について

　　

・H11年の医療事故（横浜市立大学病院、都立広尾病院）を契機に医療事故に関しての記事本（全国５社）が急激に増加する。

　　　↓

　　　H13に厚生労働省に医療安全対策委員会が設置され、H16には全都道府県に医療安全支援センターが設置される。

　　　↓

H19.4 医療法等の一部を改正する法律の施行

　　（法律概要）

1 患者等へ医療に関する情報提供の推進

2 医療計画制度の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の推進

3 地域や診療科による意思不足問題への対応

4 医療安全の確保

5 医療従事者の資質の向上

6 医療法人制度改革

7 その他

（医療安全に関する改正内容）

1 医療機関の管理者に医療安全の確保の義務付け

2 患者等からの相談に応じ助言等を行う医療安全支援センターの制度化

3 医療機能情報の公表制度の創設

4 行政処分を受けた医師等への再教育の義務化など

（医療安全支援センターの制度化）

《基本方針》

　　　　・中立的な立場で、他の相談窓口と連携しながら、患者・家族等と医療関係者・医療機関の信頼関係の構築を支援

《業務》

· 苦情・相談などへの対応、関係者の連絡調整。

· 求めに応じて、医師等の専門家を派遣。

· 医療安全施策普及、啓発（医療機関に関する情報提供や指導・援助を含む）等

2． 青森のセンターの役割・医療相談について

　　・医療安全推進協議会と医療相談の２つの機能がある。

（医療相談について）

　　　・年々相談件数は増加してきている。（最近はC型肝炎に関しての相談が多い。）

　　　・医療相談の対象機関別の内訳で見ると、公的な医療機関に対しての内容のものが多い。

　　　　～県民の期待度が高い。

　　　・医療相談の相談内容の内訳を見ると、医療者側の説明不足が原因と思われるものが圧倒的に多い→クレーム。

（事例報告から見えてくるもの）

· 患者側には、聞きたいこともなかなか聞きにくい…という心境がある。

· 医療者側と患者側での“説明”の捉え方に違いがあることがしばしばある。

· 組織として、患者側の話を聞く体制があるかないかということが非常に重要。

～窓口の明確化

· 家族間での連携不足の問題。

· 医療サイドとして毅然とした態度で対応していく必要があるケースも見られる。

　　　　　　～センターへの相談・利用

· コンビニ受診の傾向～患者の診療の仕方の指導・啓発。

· 東京大学医学部附属病院における新たな取り組みについて

　　　～患者苦情相談・患者意思決定支援のために～

東京大学医学部附属病院 患者相談・臨床倫理センター 副センター長　阿部　篤子

1． 事務組織の変遷と患者相談・臨床倫理センターの設置について

　　・H12までの事務部（総務・管理・医事）は、病院としての“相談窓口”は無かった。

　　　↓

　　・その後事務部門編成が何度か行われ、H18.7月に患者相談室が設置される。

　　　　（患者業務チーム）

→患者相談担当 … 相談、苦情処理　

→医療サービス担当 … アンケート、ボランティア関係

（対象業務）

　　　　　・患者からの苦情処理、患者からの各種相談対応、職員からの患者に関する相談


　　　　　この時点では、まだ臨床倫理問題の相談は対象外であった。

2． 患者相談・臨床倫理センターの設置と相談・苦情の内容、外部連携について

　　○ 患者相談・臨床倫理センターの設置（H19.4）

　　　　～実践部門、研究部門、教育部門によって構成される。

（実践部門の取り組み）

1 患者相談対応チーム 

　　　　　　・患者・医療従事者の権利擁護

　　　　　　・患者の意思決定支援

2 臨床倫理コンサルテーションチーム

　　　　　　・代諾者なきケースの医療の進め方についての相談・対応

　　　　　　・個々の事例に関する治療方針についての助言など

　

　○ 相談・苦情内容（H19.4～12）

　　　・センター設置後、相談件数が以前の倍に増加する。

　　　・総処理件数1468件のうち苦情・相談件数が、530件を占めている。

　　　・苦情件数の中で医師が全体の44,7%ともっとも多い。

　　　・医師、看護師、事務ともに接遇に関しての苦情がもっとも多い。

　　　・職員からの相談件数においては、医師からの相談件数が、全体の55.1%を占めている。

　　　　↓

　　　正当・不当の苦情の判断を迅速に行い対処・対応していくことが重要。

· 外部連携

（連携組織）

　　　　・文科省、厚労省、東京都、各自治体や地域の高齢福祉課、警察など

　　　　　↓

また様々な職種との連携・サポートを受けて、ケースに対しての対応をとっていっている。

3． 接遇とクレームについて

　　・苦情とは…“期待とサービスのギャップ”

　　　　　～実際に提供されたサービスが、期待していたものより低い場合にクレームが発生する。

（発生要因）

1 信頼が裏切られたと感じたとき。

2 約束が守られないと感じたとき。

3 問題提起に対する対応が不十分でないと感じたとき。

4 バカにされたと感じたとき。

5 大きな損害を受けたと感じたとき。

6 クレーマーに狙われたときる

　　　↓

　　・患者の想いとして、“自分は尊重されたい…”“やさしくされたい…”“放りっぱなしにして欲しくない…”“必要な情報が欲しい…”“丁寧に対応して欲しい…”という要求を強く持っている。

（対応の３原則）

1 迅速に対応する…たらい回しにしない。

2 誠実に対応する…言いがかりと決め付けたり、クレーマー扱いしない。

3 患者の立場に立つ。
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